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市
で
は
、
「
地
球
環
境
を
ま
も
り
　
循

環
型
社
会
を
つ
く
る
」
た
め
、
一
般
住
宅

へ
の
太
陽
光
発
電
等
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
導

入
を
助
成
し
、
省
資
源
を
推
進
し
て
い
ま

す
。 

N
▼
自
ら
居
住
す
る
市
内
の
既
存
住
宅
ま

た
は
新
築
住
宅
※
法
人
は
対
象
外
▼
住
宅

用
太
陽
光
発
電
設
備
と
他
の
省
エ
ネ
設
備

な
ど
を
組
み
合
わ
せ
て
導
入
し
、
「
八
潮

市
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
等
活
用
シ
ス
テ
ム
設
置

費
交
付
要
綱
」
に
適
合
す
る
も
の
※
既
に

設
置
工
事
を
開
始
し
て
い
る
場
合
や
、
工

事
が
完
了
し
て
い
る
場
合
は
補
助
対
象
と

な
り
ま
せ
ん
。 

補
助
金
額
　
補
助
の
対
象
と
な
る
経
費
の

合
計
（
他
の
補
助
金
な
ど
の
収
入
を
控
除

し
た
額
）
の
３
分
の
１
以
内
で
２０
万
円
を

限
度
（
設
備
の
種
類
ご
と
の
上
限
あ
り
） 

対
象
施
設
　
住
宅
用
太
陽
光
発
電
シ
ス
テ

ム
と
次
の
い
ず
れ
か
を
組
み
合
わ
せ
た
も

の ▼
潜
熱
回
収
型
給
湯
器
（
エ
コ
ジ
ョ
ー
ズ
・

エ
コ
フ
ィ
ー
ル
）
▼
Ｃ
Ｏ
２
冷
媒
ヒ
ー
ト

ポ
ン
プ
給
湯
器
（
エ
コ
キ
ュ
ー
ト
）
▼
ガ

ス
エ
ン
ジ
ン
給
湯
器
（
エ
コ
ウ
ィ
ル
）
▼

燃
料
電
池
コ
ー
ジ
ェ
ネ
レ
ー
シ
ョ
ン
シ
ス

テ
ム
（
エ
ネ
フ
ァ
ー
ム
） 

M
６
月
１
日
か
ら
１２
月
２８
日
ま
で
に
、
所

定
の
申
請
用
紙
（
市
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
か

ら
も
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
可
）
を
環
境
リ
サ
イ

ク
ル
課
窓
口
へ
持
参
（
郵
送
不
可
）
。
先

着
順
に
受
け
付
け
※
予
算
枠
に
達
し
次
第

締
め
切
り
ま
す
。 

              

　
県
で
は
、
昨
年
度
に
引
き
続
き
、
住
宅

用
太
陽
光
発
電
設
備
の
設
置
費
の
補
助
を

行
っ
て
い
ま
す
。 

Q
１２
月
１５
日
貅
ま
で 

O
補
助
金
額
＝
既
存
住
宅
４
万
円
／
キ
ロ

ワ
ッ
ト
（
上
限
３．５
キ
ロ
ワ
ッ
ト
、
１４
万
円
）

※
新
築
住
宅
は
補
助
対
象
外 

J
県
温
暖
化
対
策
課
蕁
０４８
・
８３０
・
３
０
４

２ 
   

　
高
効
率
給
湯
器
の
設
置
な
ど
１５
種
類
の

省
エ
ネ
対
策
の
う
ち
２
種
類
を
行
う
場
合

に
補
助
金
を
交
付
し
ま
す
。 

補
助
金
額
　
対
策
の
種
類
ご
と
に
１
万
円

〜
２０
万
円
、
２
種
類
の
合
計
で
上
限
２５
万

円
（
高
効
率
給
湯
器
、
Ｌ
Ｅ
Ｄ
照
明
、
節

水
型
ト
イ
レ
な
ど
） 

M
平
成
２４
年
２
月
２９
日
ま
で
に
、
補
助
金

交
付
申
請
書
に
所
定
の
添
付
書
類
を
添
え
、

県
温
暖
化
対
策
課
（
蕁
０４８
・
８３０
・
３
０
６

９
）
へ 

   N
次
の
要
件
す
べ
て
に
該
当
す
る
方 

▼
市
内
に
お
い
て
、
引
き
続
き
１
年
以
上

事
業
を
営
ん
で
い
る
中
小
企
業
の
方
▼
申

込
日
現
在
、
市
税
の
滞
納
が
な
い
方
▼
他

の
制
度
に
よ
る
助
成
を
受
け
て
い
な
い
方 

▼
平
成
２３
年
４
月
か
ら
平
成
２４
年
２
月
末

日
ま
で
に
研
究
事
業
の
完
了
、
認
証
取
得
、

新
製
品
の
開
発
、
機
械
装
置
な
ど
の
購
入

ま
た
は
修
繕
が
見
込
ま
れ
る
方 

対
象
事
業 

▼
産
学
官
共
同
研
究
事
業
　
市
内
の
中
小

企
業
が
新
製
品
開
発
な
ど
の
た
め
、
大
学

な
ど
と
共
同
研
究
し
た
場
合
に
そ
の
経
費

の
一
部
を
補
助 

▼
国
際
規
格
等
認
証
取
得
事
業
　
市
内
の

中
小
企
業
が
Ｉ
Ｓ
Ｏ
９
０
０
１
・
１
４
０

０
１
お
よ
び
エ
コ
ア
ク
シ
ョ
ン
２１
の
認
証

を
新
規
取
得
し
た
場
合
に
そ
の
経
費
の
一

部
を
補
助 

▼
工
業
新
製
品
開
発
事
業
　
市
内
の
中
小

企
業
が
行
う
一
定
の
工
業
新
製
品
開
発
に

対
し
、
開
発
経
費
の
一
部
を
補
助 

▼
経
営
革
新
計
画
承
認
企
業
等
が
行
う
機

械
装
置
等
の
購
入
・
修
繕
事
業
　
機
械
装

置
、
工
具
器
具
の
購
入
ま
た
は
修
繕
費
の

一
部
を
補
助 

補
助
額 

▼
産
学
官
共
同
研
究
事
業
、
Ｉ
Ｓ
Ｏ
認
証

取
得
事
業
、
工
業
新
製
品
開
発
事
業
　
経

費
の
う
ち
、
２
分
の
１
に
相
当
す
る
額
（
百

円
未
満
切
り
捨
て
、
限
度
額
３０
万
円
） 

▼
エ
コ
ア
ク
シ
ョ
ン
２１
認
証
取
得
事
業
、

経
営
革
新
計
画
承
認
企
業
等
が
行
う
機
械

装
置
等
の
購
入
・
修
繕
事
業
　
経
費
の
う

ち
、
２
分
の
１
に
相
当
す
る
額
（
百
円
未

満
切
り
捨
て
、
限
度
額
１０
万
円
） 

M
６
月
３０
日
ま
で
に
、
商
工
観
光
課
（
蕁

A

４
７
９
）
へ
※
予
算
枠
に
達
し
次
第
締

め
切
り
ま
す
。 

  

Q
５
月
２０
日
貊
 
午
後
１
時
２０
分
〜
４
時

※
弁
護
士
に
よ
る
法
律
相
談
の
み
電
話
予

約
制
＝
５
月
１８
日
貉
　
午
前
９
時
〜
 

L
八
潮
メ
セ
ナ
集
会
室
 

O
日
常
生
活
の
悩
み
ご
と
な
ど
に
つ
い
て
、

行
政
相
談
委
員
・
弁
護
士
・
税
理
士
・
司

法
書
士
・
行
政
書
士
・
女
性
相
談
員
・
宅

地
建
物
取
引
主
任
が
相
談
内
容
別
に
対
応
 

P
無
料
 

く
ら
し
の
相
談
（
行
政
相
談
）
 

　
役
所
の
仕
事
な
ど
に
つ
い
て
、
「
分
か

ら
な
い
」
「
説
明
に
納
得
で
き
な
い
」
「
処

理
が
間
違
っ
て
い
る
の
で
は
な
い
か
」
な

ど
の
苦
情
や
要
望
を
総
務
大
臣
か
ら
委
嘱

さ
れ
た
行
政
相
談
委
員
が
、
相
談
を
受
け

付
け
ま
す
。
 

Q
毎
月
第
２
水
曜
日
　
午
後
１
時
３０
分
〜

３
時
３０
分
※
５
月
は
総
合
相
談
と
同
時
開

催
 

L
市
民
相
談
室
（
市
役
所
２
階
）
 

※
相
談
委
員
＝
野
口
和
子
さ
ん
、
井
山
幸

太
郎
さ
ん
 

J
広
聴
広
報
課
蕁
A
３
７
３ 

　
市
で
は
、
東
日
本
大
震
災
の
発
生
後
、

電
力
不
足
の
状
況
を
踏
ま
え
、
公
共
施
設

の
利
用
を
制
限
し
て
い
ま
し
た
が
、
５
・

６
月
に
つ
い
て
は
、
原
則
と
し
て
通
常
ど

お
り
公
共
施
設
の
利
用
が
で
き
る
こ
と
と

し
ま
し
た
。
 

 
な
お
、
電
力
供
給
状
況
な
ど
に
よ
り
、

施
設
利
用
や
催
し
の
内
容
な
ど
を
変
更
す

る
場
合
が
あ
り
ま
す
の
で
、
詳
し
く
は
市

の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
ま
た
は
各
公
共
施
設
に

お
問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。
 

　
ま
た
、
施
設
利
用
の
際
に
は
、
引
き
続

き
節
電
に
ご
協
力
く
だ
さ
い
。
 

　
ご
理
解
と
ご
協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。
 

総
合
相
談
 

太
陽
光
発
電
設
備
等
設
置
補
助
金
 

Q

L

O

K

R

M

J

N

P
市
工
業
振
興
基
金
を
活
用
し
た
 

支
援
制
度
 

　東日本大震災の影響により事業活動に支障が生じている中小企業の方を対象に、
資金繰りを緊急に支援するため、期間限定で必要な資金の融資あっせんを行ってい
ます。 

N▼東日本大震災の影響により、事業活動に支障が生じている方▼東日本大震災
発生後、最近１カ月間（平成２３年３月以降）の売上高などが最近３カ年のいずれかの
年の同期と比べて２０パーセント以上減少しており、かつ、その後２カ月間を含む３カ月
間の売上高などが最近３カ年の同期の売上高などと比べて２０パーセント以上減少す
ることが見込まれること▼市内で１年以上事業を営んでいる方▼期限の到来している
市税を完納している方▼市の小口融資または特別小口融資を利用している場合、償
還が６カ月以上完了していることなど 
 
限　度　額　５００万円（運転資金：原則として年商の１／４以内）※市の小口融資

または特別小口融資で借入がある場合には、限度額が５００万円未満
となる場合があります。 

償 還 期 間　５年以内（据置６カ月以内含む） 
利　　　率　実質無利子（利子相当額を全額市が補助します。）ただし、利子相当

額の補助は年利１．７５パーセントで実際に支払われた額と同額で、申
請があった場合に、指定口座へ年度末に入金します。 

信用保証料　年０．４５パーセント～１．５９パーセントの範囲内で利用額などにより異なり
ます。 

保　証　人　原則として個人は不要、法人は代表者のみ必要となる場合があります。 
担　　　保　必要に応じて求めます。 
M事前に金融機関に相談のうえ、１０月３１日までに商工観光課へ 
J商工観光課蕁B４７９ 

震災対策緊急特別融資のご案内 

　不況時における特別措置として、中小企業の方を対象
に経営の安定のために必要な資金の融資あっせんを行
います。 
 
N ▼最近３カ月の平均売上額が、昨年同期と比べて１０
パーセント以上減少しているか、２年前若しくは３年前の同
期と比べて１０パーセント以上減少していて、かつ、前年同
期に比べて５パーセント以上減少している方▼市内で１
年以上事業を営んでいる方▼期限の到来している市税
を完納している方など 
 
限　度　額　１０００万円（運転資金） 
償 還 期 間　１０年以内（据置　１年以内含む） 
利　　　率　１．２パーセント（平成２３年４月現在） 
信用保証料　埼玉県信用保証協会へ支払った保証料

を全額補助 
保　証　人　原則として個人は不要、法人は代表者

のみ 
担　　　保　必要に応じて求めます。 
M事前に金融機関に相談のうえ、５月１６日から平成２４
年１月３１日までに商工観光課へ 
※予算枠に達し次第締め切ります。 
J商工観光課蕁B４７９ 

中小企業不況対策 
融資制度のご案内 

埼
玉
県
住
宅
用
太
陽
光
発
電
の
 

補
助
金
 

住
宅
の
省
エ
ネ
対
策
エ
コ
ア
ッ
プ
 

の
促
進
！
 

公
共
施
設
の
利
用
案
内
 


